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特徴を活かしたモード横断的取り組みも進めてお

り、道路上を運行する路面電車と自動車との衝突事

故の防止、及び鉄道と道路交通の接点である踏切で

の事故の防止を対象として、 ITS（ Intelligent 
Transport Systems：高度道路交通システム）の車

車間通信技術やセンシング技術等を活用し、危険状

態を検知してドライバー・運転士に注意喚起を行う

安全運転支援システムなど、安全性向上手法の研究

を進めている。 
２．３．地方鉄道の維持・活性化 
 地方鉄道の維持・活性化を目的として、各種のセ

ンサ技術や汎用技術を活用するとともに、GPS、汎

用無線等の通信技術を組み合わせて、営業列車を用

いた軌道状態監視システム（プローブ車両）による

予防保全支援システムの構築を行うなど、地方鉄道

の保守負担軽減、省コスト化に資する研究を実施し

ている。 
 また、将来に向けて一層の保守負担軽減、省コス

ト化を図るには、軌道回路等の地上設備に頼ってい

る列車の位置検知を車上主体に置き換え、地上設備

を削減・省力化することが求められる。このため、

当研究所では、準天頂衛星、GPS 等の衛星測位技

術を活用して列車の位置検知を行う車上システム

について、安全性評価のみならず位置検知の精度・

信頼性等に関する研究に取り組んでいる。 
２．４．公共交通利用促進等による地球環境問題の

改善 
 公共交通の利用促進に関する研究は、LRT（Light 
Rail Transit：次世代型路面電車システム）、ゴムタ

イヤ式新交通システムなどの軌道系システムの評

価や、省コストでホーム上の旅客の安全性を向上さ

せる観点から新型ホームドア等の評価を行うとと

もに、地方自治体や一般社会への理解促進・啓発活

動を行うなど、公共交通システムの普及促進に関す

る取り組みを実施している。 
 LRT は、地下鉄・高架鉄道に比して乗降におけ

る上下移動が少なく、高齢化社会が進展する中で交

通弱者にも利用しやすい交通システムである。その

ような LRT や路線バスなどを対象に、道路交通と

軌道系交通を模擬したシミュレーションによる評

価を行い、公共交通システムの導入効果や道路交通

流への影響等について、CO2排出量など環境への影

響も含めた定量的評価を行っている。 
２．５．国際標準化及び国際規格適合性認証 

 本フォーラム２日目のテーマは「国際規格を中心

とした鉄道技術の海外展開に向けた取り組み」と題

し、鉄道分野における国際標準化及び認証に係る活

動を中心とした報告を行うこととした。 
 近年、欧州では、メーカが中心となり、国際標準

化を武器とした鉄道技術の海外展開を積極的に図

っている。現在、東南アジアを中心として、多くの

国が鉄道の整備を検討・推進しており、我が国とし

ては、国家戦略として国際標準化に積極的に関わる

ことが重要である。このような背景から、当研究所

では、日本の鉄道技術や当研究所の知見・経験を国

際規格に反映させるため、国際標準化活動に積極的

に参画してきている。 
 本フォーラムでは、国際展開に対応した技術評価

手法に関する研究について報告するとともに、鉄道

車両の磁界評価法、車上電力測定法など、具体的な

国際標準化案件への取り組みについても報告する。 
 また、鉄道分野の国際規格適合性認証に関しては、

近年、海外の鉄道プロジェクトにおいて第三者機関

（認証機関）による認証を要求されることが多くな

り、海外展開の要件の一つとなっている状況にある。

当研究所の鉄道認証室は、我が国初の鉄道分野にお

ける製品認証機関として認定を取得し、認証活動に

積極的に取り組んでおり、認証書の発行実績も着実

に積み重ねている。 
 本フォーラムでは、認証ニーズが大きい RAMS
規格（Reliability、Availability、Maintainability、
Safety の頭文字で、システムの信頼性・安全性等の

評価手法を定めた規格）などの安全関連国際規格の

動向及び認証活動の現状・展望について報告する。 
３．今後の展開 

 交通システム研究領域では、交通システムの安

全・安心の確保、地方鉄道の維持・活性化、公共交

通の利用促進等に関する研究を中心に取り組んで

おり、これらの研究を通じて、安全で持続可能な交

通社会の実現に貢献している。 
 これからも、当研究所が有する研究資産と、これ

まで培ってきた技術力を活用しつつ、自動車・鉄道

双方の知見を有する当研究所の特性を活かした研

究に積極的に取り組むとともに、引き続き国際標準

化活動及び国際規格適合性認証活動を通じて、優れ

た安全性・信頼性を誇る我が国の鉄道システムの海

外展開を支援し、グローバルな社会的貢献を果たし

ていきたいと考えている。 
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１．はじめに 
日本の軌道系交通システム（鉄道等）の海外展開に

際しては、国際規格に準拠した第三者安全性評価（以

下「ISA（Independent Safety Assessor）評価」とい

う）が必須とされるケースが増加している 1)。このよ

うな状況に鑑み、国際規格の客観性や合理性と整合し

つつ、これまで交通安全環境研究所（以下「当所」と

いう）が培ってきたFMEA（Failure Mode and Effects 

Analysis）、FTA（Fault Tree Analysis）を中核とす

る手順を継承した標準的な安全性評価手法について

検討した。本報ではそれを取りまとめた結果を報告

し、安全性重視を堅持しつつ信頼性等も考慮した技術

評価手法の確立に向けた取り組みについて述べる。 

２．標準的な設計安全性評価手法の提示 

２．１．FMEAと FTAの位置付け 

これまでの当所のISA評価においては、FMEAと FTA

を中核的な解析方法として活用している 2) 3)。そこで

示されている両者の関係を図1に示す。FMEAの拡張版

である FMECA（Failure Mode and Effects Criteria 

Analysis）により、個々の要素の故障モード、故障要

因、影響、対策等を検討し、影響度（危険性）、発生

頻度、及びその両者で表されるリスク評価値を求め

る。そしてリスク評価値が大きいケース、その中でも

頻度は小さいが危険性が高いケースを重点的に抽出

し、FTAのトップ事象として選定する。FTAでは、FMEA

の結果に基づいて設定されたトップ事象からトップ

ダウンで基本事象または非展開事象（以下「基本事象

等」という）まで解析し、トップ事象に至る確率を算

定する。さらに、基本事象等の中に FMEA で挙げた故

障モード、対策等が漏れなく含まれていることを確認

することにより FMEA の妥当性も検証する。また単一

故障モードでは上位事象に至らないが複数故障モー

ドのAND条件により上位事象に至るような、FMEAでは

把握できない故障モードの影響も把握する。一方、安

全性の可否の観点からは、基本事象等の発生確率に基

づいてトップ事象の発生確率を計算するだけでなく、

中間に介在する制約ゲートの機能の信頼性を確認す

ることも有効である。そのため、制約ゲートの存在と

その信頼性によりトップ事象の発生確率の小ささも

評価する。 

２．２．国際規格の考え方との整合 
 IEC 62425では、FMEAは単一のフォールト（故障に

よる異常状態）の影響解析、FTAは複数のフォールト

の影響解析の主要な手段と位置付けられている 1)。ま

た、それらの手順や技法についてはIEC 60812及びIEC 

61025に各々記述されている。 

要素 機能 故障モード 故障原因 故障の影響 対策
危険
度

発生
頻度

ﾘｽｸ
評価

ａ 地上電源 地上電力供給断 停電
地上信号保安
システム機能停止

無停電電源設置 2 3 6

非在線を在線と誤認 車両位置の誤認
当該軌道進入不能
→列車遅延

位置検知精度向上 1 2 2

在線を非在線と誤認
車両位置の誤認

非防護車両の進入
他列車と衝突

SIL4装置の採用
位置検知精度向上

4 1 4

信号断 送受信機故障
非常制動、出発不能
→列車遅延

通信系統の二重化 2 2 4

伝送中のデータ化け ノイズ
パターン生成条件錯誤
→列車衝突

所要SN比の確保
CRC検定等

4 1 4

ｄ 車上電源 車上電力供給断 停電、過電流
車上信号保安
システム機能停止

停電時の非常停止 2 3 6

停止点手前側誤り プログラム誤り 列車遅延 プログラムチェック 1 2 2

停止点遠方側誤り データベース誤り 他列車と衝突 データベースチェック 4 1 4

高速側に誤認 素子不良 速度抑制→列車遅延
速度検出値のクロス
チェック

2 2 4

低速側に誤認 断線
速度超過→
脱線、他列車と衝突

速度検出値のクロス
チェック

4 1 4

・
・
・

・
・
・

・
・
・

・
・
・

・
・
・

・
・
・

・
・
・

・
・
・

在線／非在線
認識

ATP信号
送受信

速度パターン
生成

速度検出

ｂ

ｃ

ｅ

ｆ

FMEA（FMECA） FTA

FMEAで故障影響のリスク（特に危険度）が高いと判断されたケースをFTAのトップ事象に選定

中間事象A
中間事象B

基本事象1 基本事象2 基本事象3 基本事象4

トップ事象（列車衝突）

制約ｹﾞｰﾄⅠ 制約ｹﾞｰﾄⅢ

制約ｹﾞｰﾄⅤ
SIL4

制約ｹﾞｰﾄⅣ
SIL4

制約ｹﾞｰﾄⅡ
SIL4

 
図1 FMEA（FMECA）とFTAの関係（模式図）2) 
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 また状態遷移図を利用した確率計算の併用につい

てもIEC 61025に記述されている。そこでFMEAと FTA

に関しては、これらの国際規格の記述を参照しなが

ら、これまでの当所の手法を継承することとした。一

方、IEC 62425、IEC 62278等には安全性、ハザード、

危害、重度、リスク等の一般的な用語に対しても明確

な定義がなされており、また安全性を数値管理する

SIL（Safety Integrity Level）や、安全性と信頼性

等を一貫管理するRAMS（Reliability, Availability, 

Maintainability and Safety）の概念が記述されてい

る。評価においては、これらの考え方との整合を図る。 

２．３．標準的な設計安全性評価報告書の構成 
 これまでの当所における検討結果を踏まえて、標準

的な安全性評価報告書の構成案を図2のような形で提

案する。その主な内容は以下の通りである。 

２．３．１．前段の項目 
(1)評価対象範囲 

 ISAとして責任を持つ対象範囲を明確に記述する。

一方、ヒューマンエラー等、評価対象外の部分につい

ても、国際規格の"Scope"（適用範囲）等を参考にし

て明示する。 

(2)評価参照資料 

 評価の根拠とする参照資料として、評価依頼者から

提示された各種の技術資料の全てに文書名、文書管理

番号、日付が付与されたうえで報告書に明記する。 

(3)参照する国際規格 

 評価において参照した主な国際規格を記載し、それ

らの国際規格と整合する評価であることを宣言する。 

(4)システム概要 

 評価システムの全体像が、評価時点での当事者以外

の関係者、また評価後の報告書閲覧者でも把握するこ

とを可能とするため、システムの概要を記述する。 

２．３．２．安全性の評価結果 
(1)システム構成及び個別要素の評価 

 システムの全体構成及び個別要素の各論的な評価

結果を記述する。安全性が十分に高いと判断した根

拠、更なる検討が必要とされた点、要注意な点、評価

対象外ながら安全性への影響が大きい点等を述べる。 
(2)FMEAによる単一フォールトの影響解析 

 安全性への影響が予想される要素の故障モードを

抽出し、各々の故障要因、影響、対策等を検討し、影

響度（危険性の高さ）、発生頻度、及びその両者で表

されるリスク評価値を求める。リスク評価値が許容限

度を超える項目では低減対策を検討し再評価を行う。 
(3)FTAによる複合フォールトの影響解析 

FTAでは、FMEAでリスク評価値が大きいケース、特

に頻度は小さいが危険度が大きいケースを抽出して

トップ事象として選定する。基本事象等までの解析を

行い、トップ事象発生を阻止する制約ゲートの存在と

その信頼性を確認する。故障発生に時間差を含む事象

等については状態遷移図等を別に作成して解析する。 

(4)実機／実車試験 

 主にFTAの制約ゲートの機能を検証するため、実機、

実車を用いた基本的な試験を行い、結果を記述する。 

２．３．３．結言 

 安全性の評価結果をとりまとめた結論を記述し、ま

た必要に応じて次の製造段階に向けた提言を行う。 

結言

安全性の評価結果

評価対象ｼｽﾃﾑ概要

参照する国際規格

評価参照資料一覧

評価対象範囲

緒言

軌道系システム
技術評価
報告書

まとめ

実機/実車試験による
FTA結果等の検証

FTAによる
複合ﾌｫｰﾙﾄの影響解析

FMEA(FMECA)による
単一ﾌｫｰﾙﾄの影響解析

ｼｽﾃﾑ構成・個別要素
の評価

安全性の
評価結果

 
図2 標準的な設計安全性評価報告書の構成案 

３．安全性と信頼性等について 

３．１．RAMSの定義と相互関係 

 IEC 62278によれば、RAMS（信頼性(R)、アベイラビ

リティ(A)、保全性(M)、安全性(S)）は表 1 及び図 3

のように示される 4)。信頼性、保全性及び運用と保全

の認識がアベイラビリティの技術的概念を形成し、そ

れらのうち安全関連事項の認識が安全性の技術的な

概念を形成するとされる 4)。本報では主に安全性と信

頼性の関係に注目し、安全性重視の方針を堅持しつ

つ、信頼性の向上も考慮した評価手法を検討する。 

表1 RAMSの定義 4) 

項目 IEC62278における定義

信頼性 (R)
アイテムが、所定の条件と所定の時間間隔（t1,t2)で要求され
た機能を果たし得る確率。

アベイラビリティ (A)
外部から必要な資源の供給を行えば要求機能を所定の時間又
は期間中、所定の条件において果たし得る状態を維持すること
ができる製品の能力。

保全性 (M)
所定の手順と資源を使って所定の条件でメンテナンスを行う場
合に、所定の条件で使用されているアイテムを所定の期間内に
メンテナンスすることができる可能性。

安全性 (S) 許容出来ない危害が発生するリスクが無いこと。  

軌道系システムのRAMS

安全性
(Safety)

アベイラビリティ
(Availability)

信頼性と保全性
(Reliability and maintainability)

運用と保全
(Operation and maintenance)

（全体事項）

（安全関連事項）

（全体事項）

（安全関連事項）

 
図3 鉄道のRAMSの相互関係 4) 

３．２．安全性と信頼性の関係 
 安全性と信頼性は必ずしも一致や包含関係を示す

ものではないとされ、両者の良否の組み合わせは表2

のように示される 5)。①は本来の姿であり、②は安全

性は確保されるが信頼性が低下するケース、③は信頼

性は確保されるが安全性が低下するケースである。 

 表 2 安全性／信頼性の良否の組み合わせ 5) 

正常動作（○） 故障・停止（×）

安全（○）
①機器の動作が正常、かつ人に対
して安全である状態

②機器は故障/停止しているが人に
対しては安全である状態
（フェールセーフ）

危険（×）
③機器は正常であるが使用時に危
険になり得る状態

④機器が危険な状態で故障してい
る
（フェールアウト）

信頼性

安
全
性

 
出典）門田「信頼性と安全性」、p.13、表1.1.1 日科技連出版社(2012) 

鉄道用途環境

鉄道システム

正常な状態 故障状態／
故障モード

安全関連
故障モード

信頼性に悪影響を及ぼす効果

安全性に
悪影響を
及ぼす効果

 
図4 システム内における故障の影響 4) 

 表 2 の②④に相当する故障の影響に関しては、IEC 

62278 によれば、図 4のように整理される 4)。これに

ついては前述のようにFMEA、FTA等で解析される。一

方、③に関しては、故障を伴わないため FMEA では解

析できず、評価対象外の要素やヒューマンエラーを含

めてFTAにより解析される部分であると考える。 

３．３．日本の鉄道の現状 
日本の鉄道等は、新幹線をはじめとして非常に高い

安全性を有している。これは、故障検知による速やか

な列車停止やフェールセーフが確立した信号システ

ムの機能等によるものと考えられる。しかし一方で、

近年は輸送障害が増加傾向を示し、大都市圏では運休

や遅延が拡大して、信頼性（稼働率等）がやや低下し

ているといえる。障害には設備や車両の故障に起因す

る事例が少なくなく、特に障害発生時には全線で運転

を停止し、復旧後に一斉に運転を再開するような手順

が採られる都市部の鉄道路線においては長時間にわ

たり広域的な輸送影響を及ぼすこととなる 6)。したが

って、故障の復旧時間を短縮することが、信頼性を含

むアベイラビリティの向上に寄与するものと考える。 
４．故障予知を活用した新たなFMEAの提案 

４．１．従来のFMEA 

従来のFMEA（またはFMECA）では、故障の影響度の

評価として、故障検知後に停止させる等の適切な対策

を採って許容レベル以下にする手法が用いられてい

る。許容リスクを評価する方法としては、RPN(Risk 

Priority Number)を用いることがある 。これは、 

RPN=故障ﾓｰﾄﾞ発生頻度(λ)×影響度(ε)×検出度(β)  

と定義して、発生頻度、影響度を点数化し、RPNの値

により発生するリスクが許容可能かを判断するもの

であり、IEC 62278 の考え方にも記されている 4) 6)。

RPNによる許容リスク評価例を表3 に示す 6)。 

表 3 影響度と発生頻度による許容リスク評価例 6) 

Insignificant Marginal Critical Catastrophic

1.0 2.0 3.0 4.0

Frequent 6.0 6 12 18 24

Probable 5.0 5 10 15 20

Occasional 4.0 4 8 12 16

Remote 3.0 3 6 9 12

Improbable 2.0 2 4 6 8

Incredible 1.0 1 2 3 4

発
生
頻
度

影響度

 
12＜RPN 8＜RPN≦12 4＜RPN≦8 RPN≦4

Intolerable Undesirable Tolerable Negligible

RPN=

発生頻度×影響度×検出度

（検出度=1と仮定）  

ここでは検出度を1と仮定して、RPN=λ×ε 

として数値化し、リスクをNegligible、Tolerable、

Undesirable、Intolerable に分け、Negligible 、

Tolerableを許容可能なレベル（本報では点数8点以

下）としている。発生頻度（故障率）、影響度を表3 の

ように点数化してRPNを求めた駅ホームのホームドア

の扉駆動モータに関するFMEAの例を表4 に示す。故

障モード「絶縁不良」を例とすると、頻度=3、影響度

=3で RPN=9となり、許容不可となる。 

４．２．信頼性の指標 

 信頼性の指標としては、故障率（λ）、稼働率（A）

等が挙げられる。故障率は平均故障間隔 MTBF（Mean 

Time Between Failure）の逆数として表される。 
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 また状態遷移図を利用した確率計算の併用につい

てもIEC 61025に記述されている。そこでFMEAと FTA

に関しては、これらの国際規格の記述を参照しなが

ら、これまでの当所の手法を継承することとした。一

方、IEC 62425、IEC 62278等には安全性、ハザード、

危害、重度、リスク等の一般的な用語に対しても明確

な定義がなされており、また安全性を数値管理する

SIL（Safety Integrity Level）や、安全性と信頼性

等を一貫管理するRAMS（Reliability, Availability, 

Maintainability and Safety）の概念が記述されてい

る。評価においては、これらの考え方との整合を図る。 

２．３．標準的な設計安全性評価報告書の構成 
 これまでの当所における検討結果を踏まえて、標準

的な安全性評価報告書の構成案を図2のような形で提

案する。その主な内容は以下の通りである。 

２．３．１．前段の項目 
(1)評価対象範囲 

 ISAとして責任を持つ対象範囲を明確に記述する。

一方、ヒューマンエラー等、評価対象外の部分につい

ても、国際規格の"Scope"（適用範囲）等を参考にし

て明示する。 

(2)評価参照資料 

 評価の根拠とする参照資料として、評価依頼者から

提示された各種の技術資料の全てに文書名、文書管理

番号、日付が付与されたうえで報告書に明記する。 

(3)参照する国際規格 

 評価において参照した主な国際規格を記載し、それ

らの国際規格と整合する評価であることを宣言する。 

(4)システム概要 

 評価システムの全体像が、評価時点での当事者以外

の関係者、また評価後の報告書閲覧者でも把握するこ

とを可能とするため、システムの概要を記述する。 

２．３．２．安全性の評価結果 
(1)システム構成及び個別要素の評価 

 システムの全体構成及び個別要素の各論的な評価

結果を記述する。安全性が十分に高いと判断した根

拠、更なる検討が必要とされた点、要注意な点、評価

対象外ながら安全性への影響が大きい点等を述べる。 
(2)FMEAによる単一フォールトの影響解析 

 安全性への影響が予想される要素の故障モードを

抽出し、各々の故障要因、影響、対策等を検討し、影

響度（危険性の高さ）、発生頻度、及びその両者で表

されるリスク評価値を求める。リスク評価値が許容限

度を超える項目では低減対策を検討し再評価を行う。 
(3)FTAによる複合フォールトの影響解析 

FTAでは、FMEAでリスク評価値が大きいケース、特

に頻度は小さいが危険度が大きいケースを抽出して

トップ事象として選定する。基本事象等までの解析を

行い、トップ事象発生を阻止する制約ゲートの存在と

その信頼性を確認する。故障発生に時間差を含む事象

等については状態遷移図等を別に作成して解析する。 

(4)実機／実車試験 

 主にFTAの制約ゲートの機能を検証するため、実機、

実車を用いた基本的な試験を行い、結果を記述する。 

２．３．３．結言 

 安全性の評価結果をとりまとめた結論を記述し、ま

た必要に応じて次の製造段階に向けた提言を行う。 

結言

安全性の評価結果

評価対象ｼｽﾃﾑ概要

参照する国際規格

評価参照資料一覧

評価対象範囲

緒言

軌道系システム
技術評価
報告書

まとめ

実機/実車試験による
FTA結果等の検証

FTAによる
複合ﾌｫｰﾙﾄの影響解析

FMEA(FMECA)による
単一ﾌｫｰﾙﾄの影響解析

ｼｽﾃﾑ構成・個別要素
の評価

安全性の
評価結果

 
図2 標準的な設計安全性評価報告書の構成案 

３．安全性と信頼性等について 

３．１．RAMSの定義と相互関係 

 IEC 62278によれば、RAMS（信頼性(R)、アベイラビ

リティ(A)、保全性(M)、安全性(S)）は表 1 及び図 3

のように示される 4)。信頼性、保全性及び運用と保全

の認識がアベイラビリティの技術的概念を形成し、そ

れらのうち安全関連事項の認識が安全性の技術的な

概念を形成するとされる 4)。本報では主に安全性と信

頼性の関係に注目し、安全性重視の方針を堅持しつ

つ、信頼性の向上も考慮した評価手法を検討する。 

表1 RAMSの定義 4) 

項目 IEC62278における定義

信頼性 (R)
アイテムが、所定の条件と所定の時間間隔（t1,t2)で要求され
た機能を果たし得る確率。

アベイラビリティ (A)
外部から必要な資源の供給を行えば要求機能を所定の時間又
は期間中、所定の条件において果たし得る状態を維持すること
ができる製品の能力。

保全性 (M)
所定の手順と資源を使って所定の条件でメンテナンスを行う場
合に、所定の条件で使用されているアイテムを所定の期間内に
メンテナンスすることができる可能性。

安全性 (S) 許容出来ない危害が発生するリスクが無いこと。  

軌道系システムのRAMS

安全性
(Safety)

アベイラビリティ
(Availability)

信頼性と保全性
(Reliability and maintainability)

運用と保全
(Operation and maintenance)

（全体事項）

（安全関連事項）

（全体事項）

（安全関連事項）

 
図3 鉄道のRAMSの相互関係 4) 

３．２．安全性と信頼性の関係 
 安全性と信頼性は必ずしも一致や包含関係を示す

ものではないとされ、両者の良否の組み合わせは表2

のように示される 5)。①は本来の姿であり、②は安全

性は確保されるが信頼性が低下するケース、③は信頼

性は確保されるが安全性が低下するケースである。 

 表 2 安全性／信頼性の良否の組み合わせ 5) 

正常動作（○） 故障・停止（×）

安全（○）
①機器の動作が正常、かつ人に対
して安全である状態

②機器は故障/停止しているが人に
対しては安全である状態
（フェールセーフ）

危険（×）
③機器は正常であるが使用時に危
険になり得る状態

④機器が危険な状態で故障してい
る
（フェールアウト）

信頼性

安
全
性

 
出典）門田「信頼性と安全性」、p.13、表1.1.1 日科技連出版社(2012) 

鉄道用途環境

鉄道システム

正常な状態 故障状態／
故障モード

安全関連
故障モード

信頼性に悪影響を及ぼす効果

安全性に
悪影響を
及ぼす効果

 
図4 システム内における故障の影響 4) 

 表 2 の②④に相当する故障の影響に関しては、IEC 

62278 によれば、図 4のように整理される 4)。これに

ついては前述のようにFMEA、FTA等で解析される。一

方、③に関しては、故障を伴わないため FMEA では解

析できず、評価対象外の要素やヒューマンエラーを含

めてFTAにより解析される部分であると考える。 

３．３．日本の鉄道の現状 
日本の鉄道等は、新幹線をはじめとして非常に高い

安全性を有している。これは、故障検知による速やか

な列車停止やフェールセーフが確立した信号システ

ムの機能等によるものと考えられる。しかし一方で、

近年は輸送障害が増加傾向を示し、大都市圏では運休

や遅延が拡大して、信頼性（稼働率等）がやや低下し

ているといえる。障害には設備や車両の故障に起因す

る事例が少なくなく、特に障害発生時には全線で運転

を停止し、復旧後に一斉に運転を再開するような手順

が採られる都市部の鉄道路線においては長時間にわ

たり広域的な輸送影響を及ぼすこととなる 6)。したが

って、故障の復旧時間を短縮することが、信頼性を含

むアベイラビリティの向上に寄与するものと考える。 
４．故障予知を活用した新たなFMEAの提案 

４．１．従来のFMEA 

従来のFMEA（またはFMECA）では、故障の影響度の

評価として、故障検知後に停止させる等の適切な対策

を採って許容レベル以下にする手法が用いられてい

る。許容リスクを評価する方法としては、RPN(Risk 

Priority Number)を用いることがある 。これは、 

RPN=故障ﾓｰﾄﾞ発生頻度(λ)×影響度(ε)×検出度(β)  

と定義して、発生頻度、影響度を点数化し、RPNの値

により発生するリスクが許容可能かを判断するもの

であり、IEC 62278 の考え方にも記されている 4) 6)。

RPNによる許容リスク評価例を表3 に示す 6)。 

表 3 影響度と発生頻度による許容リスク評価例 6) 

Insignificant Marginal Critical Catastrophic

1.0 2.0 3.0 4.0

Frequent 6.0 6 12 18 24

Probable 5.0 5 10 15 20

Occasional 4.0 4 8 12 16

Remote 3.0 3 6 9 12

Improbable 2.0 2 4 6 8

Incredible 1.0 1 2 3 4

発
生
頻
度

影響度

 
12＜RPN 8＜RPN≦12 4＜RPN≦8 RPN≦4

Intolerable Undesirable Tolerable Negligible

RPN=

発生頻度×影響度×検出度

（検出度=1と仮定）  

ここでは検出度を1と仮定して、RPN=λ×ε 

として数値化し、リスクをNegligible、Tolerable、

Undesirable、Intolerable に分け、Negligible 、

Tolerableを許容可能なレベル（本報では点数8点以

下）としている。発生頻度（故障率）、影響度を表3 の

ように点数化してRPNを求めた駅ホームのホームドア

の扉駆動モータに関するFMEAの例を表4 に示す。故

障モード「絶縁不良」を例とすると、頻度=3、影響度

=3で RPN=9となり、許容不可となる。 

４．２．信頼性の指標 

 信頼性の指標としては、故障率（λ）、稼働率（A）

等が挙げられる。故障率は平均故障間隔 MTBF（Mean 

Time Between Failure）の逆数として表される。 
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 λ= 1/(MTBF) (/h)                         (1) 

また、稼働率は、MTBFと平均修復時間MTTR（Mean Time 

to Repair）から、 

 A = MTBF/(MTBF ＋ MTTR) (/h)            (2) 

で表される。修復率をμ（=1/MTTR）と定義すると、 

 A = μ/(λ＋μ) (/h)           (3) 

となる。したがって、稼働率を上げるには、故障率を

下げるか修復率を上げれば良いことがわかる 6)。 

４．３．故障予知を考慮したFMEA（FMEPA） 

この従来の FMEA に対して、故障予知の概念を入れ

た評価を試みた 6)。その一環として、FMEAの中に故障

予知の因子、指標、精度を追加して、故障の影響解析

を行う手法を FMEPA（Failure Mode, Effects and 

Protect Analysis）として提案する。表4の FMEA実

施の例を基にした、FMEPAによる解析例を表5 に示す。

FMEPAでは、故障モードと推定原因の次に、故障予知

可能な因子を抽出し、予知のための検出方法を示すと

ともに、予知精度を評価する。予知が成功すれば、故

障前の処置によって修復時間を最小化し稼働率の低

下を防止することができる。例えば、動作電流の変化

により「断線」が予知できれば、故障前の部品交換に

よりシステム停止時間を最小限に留めることが可能

となる。また過熱に対しては、上限温度に達する前に

電流制限等を行って動作を継続させれば、稼働率の向

上につながる。ここで各故障モードの頻度（故障率）

を λi、予知の成功確率（以下「予知率」という）を

αi、予知率を考慮した頻度をλpi（i=1～4）とすると、  

λpi = (1-αi)×λi  （ただし0≦αi≦1）  (4) 

と表される。「絶縁不良」（i=2）における、予知の定

量的な効果をみると、頻度は従来の3から3×(1-α2）

に減少する。この故障モードの影響度は3であるから、 

RPN=3×(3×(1-α2))             (5) 

となり、α2≧1/9であれば、RPN≦8 となるため、新

たな故障対策を採らなくても4.1で前述した許容リス

ク内に収まることとなる。 

５．まとめ 
 これまでの当所での検討に基づいた、国際規格と整

合する標準的な安全性評価報告書の構成案を提案し

た。また安全性重視を堅持しつつ信頼性等も考慮した

技術評価手法に検討の第 1 歩として、従来の FMEA に

故障予知を考慮した FMEPA によるリスク評価を試み

た。今後はアベイラビリティ、保全性を含めた RAMS

の一貫した技術評価手法の構築に向けた取り組みを

続けていく。 
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表 4 従来のFMEA（FMECA）によるRPNの算定 

サブシステム システム

断線 劣化 扉が動かない 乗降ができない 2 2 4

絶縁不良 劣化 漏電 感電 3 3 9

過熱 過負荷 扉が動かない 乗降ができない 4 2 8

暴走 フェールアウト故障 異常開閉 転落等 1 5 5

・
・

・
・

・
・

・
・

・
・

・
・

・
・

頻度 影響度 RPNアイテム 機能 故障モード 推定原因
故障の影響

扉駆動
モータ

扉を開閉
する

 

表5 故障予知を考慮したFMEPAによるRPNの算定（各故障モードの推定原因等は表4と同じ） 

頻度 影響度 PRN
故障予知

因子
故障予知の
検出方法

故障の
予知率

予知率を
考慮した頻度

予知率を
考慮したRPN

断線 2 2 4 電流変化 動作電流変化 α1 2×(1-α1） 4×(1-α1)

絶縁不良 3 3 9 電流変化 絶縁抵抗変化 α2 3×(1-α2） 9×(1-α2）

過熱 4 2 8 モータ温度上昇 温度変化 α3 4×(1-α3） 8×(1-α3）

暴走 1 5 5 無し 無し
α4

(=0)

1×(1-α4）

(= 1)

5×(1-α4）

(= 5)
・
・

・
・

・
・

・
・

・
・

・
・

・
・

・
・

・
・

アイテム 機能 故障モード

従来のFMEAによる評価 故障予知を考慮した評価

扉駆動
モータ

扉を開閉
する
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１．はじめに 
電子機器の発展に伴い、現在では日常のあらゆると

ころで電気・電子機器が使われるようになった。 
その結果、それらの機器が、その放射する電波雑音

により他の機器に与える影響及び他の機器の放射す

る電磁雑音により受ける影響や、放射される電磁界が

人体へ与える影響等が注目されるようになり、近年で

は鉄道システムから放射される電波雑音や電磁界の

影響についても取り上げられるようになった。 
鉄道システムでは、変電所の設備をはじめ、車両や

軌道、信号システムなどにおいて非常に多くの電気・

電子機器が使用され、当然のことながらこれら機器か

ら電波雑音や電磁界が放射される。そのような環境の

中、鉄道システムから放射される電磁波が他の機器へ

影響を与えたり、他の機器からの影響を受けたりする

ことに関する共存を求める電磁両立性（EMC：

Electromagnetic Compatibility）や、電磁界（EMF：
Electromagnetic Field）が人体へ与える影響につい

て、国際規格や防護指針という形で提案されてきた。 
世 界 保 健 機 関 （ WHO ： World Health 

Organization）では、公式見解において、「高レベル

の電磁界への短期的曝露については、健康への悪影響

が科学的に確立されており、政策決定者は、労働者及

び一般人をこれらの影響から防護するために規定さ

れた国際的なガイドラインを採用すべき」1)と記載さ

れた。国際的なガイドラインとしては、国際非電離放

射 線 防 護 委 員 会 （ ICNIRP ： International 
Commission on Non-Ionizing Radiation Protection）
のガイドラインがある。 
また、磁界測定に関する国際規格及び技術仕様書の

制定の動きとしては、電力設備が国際電気標準会議

(International Electrotechnical Commission)の国際

規格 IEC 621102) として、鉄道が技術仕様書

(Technical Specifications) IEC/TS 625973)として制

定されている。 
こうした状況を踏まえ、日本国内においても、経済

産業省が 2011 年に「電気設備に関する技術基準を定

める省令」を改正して電力設備及び送電線下における

磁界基準を定め、2010 年に発行された ICNIRP の新

ガイドラインに基づいた規制を実施した。 
国土交通省においても、経済産業省が実施した電磁

界規制を踏まえ、鉄道の変電所等設備、き電線、配電

線等の電気設備について、経済産業省と同様に磁界規

制を 2012 年に実施した。 
一方、鉄道車両については、国際的な技術仕様書で

あるIEC/TS 62597において既に測定方法が確立され

ているが、基準値は定められていない。これは、鉄道

車両には直流、交流のき電方式別のみならず、新幹線、

在来線と言った鉄道車両の他に跨座式モノレール、懸

垂式モノレール及び新交通車両など車両の形態が

様々であり、それぞれの車両において機器配置・配線

も異なっていることから、客室内における磁界の発生

傾向は一様ではなく、基準値の定め方が鉄道電気施設

とは異なるためと考えられる。 
そのため、国内の鉄道車両内の磁界の発生傾向を把

握する必要があり、当研究所では、鉄道局の指導の下、

鉄道事業者の協力を得て、様々な車両における車両内

の磁界について調査を行ってきた。 
そこで、本報告では、これらの鉄道車両内における

磁界の発生傾向について報告する。 
２．鉄道車両内における磁界の測定方法 


